
明治大学研究推進員及び研究支援者の採用等に関する規程 

 

２００６年３月３０日制定 

２００５年度規程第２９号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、明治大学（以下「本大学」という。）における研究活

動の促進を図ることを目的として、研究を遂行する上で必要となる研究推

進員及び研究支援者の採用等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ この規程は、科学研究費助成事業による研究、学外諸機関との共同研究

及び外部から委託された受託研究並びにその他本大学が認めた研究プロジ

ェクト（以下「研究プロジェクト等」という。）に適用する。 

 （定義） 

第２条 この規程において「研究推進員」とは、研究プロジェクト等を遂行

するため、特定の期間に限り学校法人明治大学（以下「法人」という。）と

雇用契約を締結し、本大学に所属する研究代表者のもとで研究スタッフと

して当該研究プロジェクト等の遂行業務に従事若しくは主体的に協力する

者又は学外諸機関の定めに基づく研究活動を遂行する者であって、次の各

号に掲げるものをいう。ただし、第５号に掲げる者は法人との雇用契約を

要しない。 

 (1) 専門研究員 

 (2) 博士研究員（ポスト・ドクター）（以下「博士研究員」という。） 

 (3) 研究員 

 (4) 特別研究員 

 (5) 客員研究員 

２ この規程において「研究支援者」とは、研究プロジェクト等を遂行する

ため、特定の期間に限り雇用契約を締結し、本大学に所属する研究代表者

のもとで研究代表者又は研究スタッフの補助者として当該研究プロジェク

ト等の遂行業務に従事する者であって、次の各号に掲げるものをいう。 

 (1) リサーチ・アシスタント（プロジェクト型）（以下「ＲＡ」という。） 

 (2) 研究技術員 

 (3) 補助研究員 

３ この規程において「研究代表者」とは、研究プロジェクト等における本

大学の研究責任者をいう。 

 （研究推進員の資格） 



第３条 専門研究員となることができる者は、博士の学位を取得している者

であって、本大学の研究プロジェクト等の研究支援のため、高度かつ専門

的な知識及び能力、熟練した技術等を必要とする業務に従事するものとす

る。 

２ 博士研究員となることができる者は、博士の学位を取得している者（社

会科学及び人文科学の分野にあっては、博士の学位を取得している者に相

当する能力を有する者を含む。）であって、本大学の研究プロジェクト等の

研究支援のため、高度かつ専門的な知識及び能力、熟練した技術等を必要

とする業務に従事するものとする。 

３ 研究員となることができる者は、自然科学分野に係る修士の学位を取得

し、かつ、博士の学位を取得した者に相当する能力を有すると認められる

者であって、本大学の研究プロジェクト等の研究支援のため、高度かつ専

門的な知識及び能力、熟練した技術等を必要とする業務に従事するものと

する。 

４ 特別研究員となることができる者は、独立行政法人日本学術振興会特別

研究員又は本大学が学外諸機関から受け入れる研究員（以下「学振特別研

究員等」という。）であって、本大学の研究プロジェクト等の研究支援のた

め、高度かつ専門的な知識及び能力、熟練した技術等を必要とする業務に

従事し、又は学外諸機関の定めに基づく研究遂行に従事するものとする。 

５ 客員研究員となることができる者は、博士の学位を取得し、又は博士の

学位を取得している者に相当する研究業績を有し、かつ、本大学の研究プ

ロジェクト等の業務に主体的に協力できる者であって、当該業務に参加す

るにあたり雇用契約を要しないものとする。 

６ 前項のほか、客員研究員の資格については、別に定める。 

 （研究支援者の資格） 

第４条 ＲＡとなることができる者は、明治大学ＲＡ・ＴＡ、ＳＡ及び教育

補助講師採用規程に定める資格を有する者とする。 

２ 研究技術員となることができる者は、本大学の研究プロジェクト等の研

究支援のため、大型機器、特殊機器等の操作等にかかわる特殊技術又は熟

練した技術を必要とする業務に従事する者とする。 

３ 補助研究員となることができる者は、本大学の研究プロジェクト等の実

施に必要な補助的業務に携わる者であって、当該業務を遂行する上で必要

な能力を有するものとする。 

 （採用等手続） 

第５条 研究代表者は、研究推進員又は研究支援者の採用を希望するときは、



当該候補者にかかわる次に掲げる申請書類を、当該研究プロジェクト等を

所管する部署を通じて研究・知財戦略機構長（以下「機構長」という。）

に提出し、採用等手続を行う。 

 (1) 採用申請書 

 (2) 履歴書 

 (3) 推薦書 

 (4) その他必要な書類 

２ 前項の規定にかかわらず、第２条第１項第４号に規定する特別研究員の

採用及び第５号に規定する客員研究員の受入等手続に関する事項は別に定

める。 

３ 前２項の申請は、研究・知財戦略機構会議に付議し、その承認を得るも

のとする。 

 （雇用期間及び雇用契約の更新等） 

第６条 研究推進員（客員研究員を除く。）及び研究支援者の雇用期間及び

雇用契約の更新等については、「学校法人明治大学研究推進員及び研究支

援者の任免及び就業に関する規程（２０２１年度規程第２号）」（以下「就

業規程」という。）第６条の定めるところによる。 

２ 就業規程第６条第２項から第５項までの規定にかかわらず、科学技術・

イノベーション創出の活性化に関する法律（平成２０年法律第６３号）第

１５条の２第１項各号に該当する研究推進員又は研究支援者の雇用契約は、

通算１０年を限度とする。 

３ 本大学の博士研究員又はＲＡであった者は、就業規程第６条第２項から

第５項までの規定により雇用契約の更新をする場合を除き、当該雇用契約

終了後、再度、同一の職に採用することができない。 

４ 本大学の専門研究員、研究員、研究技術員又は補助研究員で、当初の採

用日から起算して、就業規程第６条第２項から第５項までに規定する更新

限度が経過したことにより契約を終了した者は、当該契約終了日から６か

月以上経過した場合に限り、再度、同一の職に採用することができる。こ

の場合における雇用契約は、本条第１項及び第２項の規定を準用する。 

 （受入期間・再申請等） 

第７条 客員研究員に係る受入期間は、当該研究プロジェクト等の実施期間

の範囲内で、個々に定める期間とする。ただし、客員研究員が当該研究プ

ロジェクト等の参加中止を申し出て、研究代表者がこれを了承したときは、

研究・知財戦略機構会議の議を経て、当該申出日をもって受入を終了した

ものとする。 



２ 研究代表者は、当該研究プロジェクト等の進捗状況により、当該客員研

究員の受入について再申請することができる。 

 （給与等） 

第８条 研究推進員（客員研究員を除く。次項において同じ。）及び研究支

援者の給与及び通勤手当（以下「給与等」という。）は、それぞれの雇用

契約において定める。 

２ 研究推進員及び研究支援者への給与等の支払は、法人が行うものとし、

当該給与等の支払額及び各種保険料（法人負担分）は、当該研究に対し交

付される研究費をもって充当しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる者については当該各号の定

めるとおりとする。 

(1) 第２条第１項第２号に定める博士研究員のうち、学長が示す教員人事

基本方針に基づき、学部長会及び理事会が承認した博士研究員 

法人が給与等を支給することとし、詳細は別に定める。 

(2) 第２条第１項第４号に定める特別研究員 

原則として、給与等の支払は、法人が行うものとし、当該給与等の支

払額及び各種保険料（法人負担分）は、学外諸機関の定めに基づき、

交付される研究費等をもって充当することとし、詳細は別に定める。 

 （所属及び勤務地） 

第９条 研究推進員及び研究支援者の所属及び勤務地は、就業規程第７条の

定めるところによる。 

 （呼称） 

第１０条 研究推進員及び研究支援者の呼称は、第２条に掲げる当該の名称

に明治大学を付したものとする。ただし、必要に応じて、当該研究の名称

又はその略称を括弧書きで付することができる。 

 （証明書の発行） 

第１１条 研究推進員及び研究支援者には、身分証及び採用又は受入履歴に

関する証明書を発行することができる。 

 （本大学の施設の利用） 

第１２条 研究推進員及び研究支援者は、必要に応じて、本大学の教育研究

施設・設備を利用することができる。この場合において、研究推進員及び

研究支援者は、当該施設・設備に係る管理者に対し、校規に準じて許可を

得るものとする。 

 （知的財産権） 

第１３条 研究推進員及び研究支援者との研究により生じた知的財産権に



ついては、明治大学発明等に関する規程に定める。 

 （実施細則） 

第１４条 この規程に定めるもののほか、研究推進員及び研究支援者の取扱

い及びこの規程の施行に関し必要な事項は、当該研究の実施要領、受託契

約等に基づき、別に定めることができる。 

   附 則（２００５年度規程第２９号） 

 （施行期日） 

１ この規程は、２００６年（平成１８年）４月１日から施行する。 

 （要綱の廃止） 

２ 明治大学研究支援者に関する要綱（２００３年度例規第７号）は、廃止

する。 

（通達第１４４８号） 

   附 則（２００８年度規程第３４号） 

 この規程は、２００８年（平成２０年）１０月２日から施行する。 

（通達第１７３９号）（注 グローバルＣＯＥ博士課程研究員の新設に伴う改正） 

   附 則（２０１３年度規程第２２号） 

 この規程は、２０１４年（平成２６年）３月２０日から施行し、改正後の

規定は、２０１３年（平成２５年）４月１日から適用する。 

（通達第２２３８号）（注 研究推進員及び研究支援者に係る採用期間の変更等に伴う改正） 

   附 則（２０１６年度規程第８号） 

 この規程は、２０１６年（平成２８年）１０月１日から施行する。ただし、

改正後の第２条第１項第１号及び第２号に規定する研究推進員の雇用契約、

採用期間等の通算期間については、各名称変更前の資格に係る採用日から起

算する。 

（通達第２４１４号）（注 研究員の新設及び資格名称、採用資格等の変更に伴う改正） 

   附 則（２０１９年度規程第３６号） 

この規程は、２０２０年３月１９日から施行する。 

（通達第２７０２号）（注 労働契約法の特例対象となる研究推進員及び研究支援者に係る

雇用期間の限度の延長、グローバルＣＯＥ博士課程研究員に係る規定の削除等に伴う改正） 

   附 則（２０２１年度規程第４号） 

 この規程は、２０２１年５月１３日から施行し、改正後の規定は、同年４

月１５日から適用する。 

（通達第２７８８号）（注 学校法人明治大学研究推進員及び研究支援者の任免及び就業に

関する規程が制定されたこと等に伴う改正） 

附 則（２０２３年度規程第１９号） 



 この規程は、２０２４年４月１日から施行する。 

（通達第２９６０号）（注 客員研究員の受入手続き及び管理体制等の見直しに伴う改正） 

附 則（２０２３年度規程第６５号） 

 この規程は、２０２４年３月２４日から施行する。 

（通達第３０２１号）（注 ＳＡ制度新設に伴う関連条文の改正） 

附 則（２０２４年度規程第１８号） 

 この規程は、２０２５年４月１日から施行する。 

（通達第３０６１号）（注 研究推進員（特別研究員）の制度新設に伴う改正） 

 



 

 

法人が給与等を支給するポスト・ドクターの処遇について 

 

２００６年３月３０日理事会承認 

 

 「明治大学研究推進員及び研究支援者の採用等に関する規程」第８条第３

項の規定に基づいて採用されるポスト・ドクター（以下「ポスト・ドクター」

という。）にかかわる給与等の処遇について，次のとおり定めるものとする。 

なお，詳細については，それぞれの雇用契約において定める。 

  

１ ポスト・ドクターには，月額２３０，０００円の給与を支給する。 

 

２ ポスト・ドクターの１週当たりの勤務時間は，２０時間以上とする。 

 

３ ポスト・ドクターの通勤手当は，学校法人明治大学教職員給与規程によ

り，専任教職員に準じて支給する。 

 

４ ポスト・ドクターの旅費は，学校法人明治大学専任教職員旅費規程に準

じて支給する。ただし，学会出張旅費の支給を受けることができる年度内

回数は，２回までとし，そのうち１回は，学会において研究発表を行うこ

とを条件とする。 

 

５ ポスト・ドクターには，特定個人研究費取扱要領を適用しない。 

 

６ ポスト・ドクターは，法令に従い，雇用保険に加入する。なお，厚生年

金保険及び健康保険の加入条件は，１週当たりの勤務時間２６時間以上と

する。 

以 上 
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